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1.1 研究開発の背景・内容(課題など)

１．研究開発の内容・実施体制

①2014年度～2018年度
NEDO事業「再生可能エネルギー熱利用技術開発」
〇高効率帯水層蓄熱冷暖房システムを実用化
・イニシャルコスト ２１ ％低減
・ランニングコスト ３１ ％低減 を実現

地下水の全量注入

太陽熱による蓄熱強化
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1.1 研究開発の背景・内容(課題など)

１．研究開発の内容・実施体制

②2019年度～2023年度NEDO事業
「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」
〇高効率帯水層蓄熱によるZEBへの適応性を実証
・イニシャルコスト + ランニングコスト ３０ ％低減 を実現

・2021年度～2025年度まで5年連続で『ZEB』実現を実証
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1.1 研究開発の背景・内容(課題など)

１．研究開発の内容・実施体制

③【大都市圏での地下水採取における規制緩和の動き】
• 現在、過去の大量揚水による地盤沈下の経験から、大都市圏を中心に、工
業用水法、ビル用水法により地下水の揚水が規制されている。

• 環境省では2019年8月に国家戦略特区によりビル用水法の技術的基準が緩
和され、大阪市北区において帯水層蓄熱利用等の地下水還元型の地中熱
利用システムの導入が進められ、2026年１月20日の国家戦略特区諮問会議
（議長：高市総理大臣）において、上述の地下水の採取に係る規制を緩和す
る特例措置の全国展開を行っていくことが指示された。

• これを受けて、環境省では「建築物用地下水の採取の規制に関する技術的
基準等に係る検討」として、大都市圏での地下水還元型地中熱利用システム
（帯水層蓄熱システム）について、地域の地盤特性を踏まえ、地盤環境に配
慮したビル用水法の技術的基準の見直しに関する検討が進められている。

• この規制緩和は、2026年秋の公布、2027年秋の施行、あわせて、ガイドライ
ンについても2026年度内の策定されることから、今後、冷暖房需要の大きい
大都市圏で帯水層蓄熱システムが飛躍的に増加する見込み。
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1.1 研究開発の背景・内容(課題など)

１．研究開発の内容・実施体制

• 令和3年10月に閣議決定「エネルギー基本計画」では「2030年以降の新築される建築
物全てでZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能を確保することを目指す」とされて
いる。2025年4月からは改正建築物省エネ法が施工され、住宅および非住宅すべての
建物に対して省エネ基準適合が義務付けされる。

→ 今後、ZEBおよびZEHが飛躍的に増加する見込み

• 令和7年2月に閣議決定「エネルギー基本計画」では再生可能エネルギーの課題として
「再生可能エネルギー熱について、熱供給設備の導入支援を図るとともに、複数の需
要家群で熱を面的に融通する取組への支援を行うことで、再生可能エネルギー熱の導
入拡大を目指す」と挙げられている。2050カーボンニュートラルを達成するためには、再
生可能エネルギー熱の面的利用の課題解決が求められている。

→高効率帯水層蓄熱を中心とした面的熱利用をZEBおよび
ZEH-Mで実証し、面的熱利用による優位性を示すことで、本シ
ステムの普及拡大を図る
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1.1 研究開発の背景・内容(課題など)

１．研究開発の内容・実施体制

• 社員寮ZEH-Mの構築（木造2F、15戸、延床面積616㎡）
• 既存事務所のZEB改修（鉄骨造1F、延床面積222㎡）
• 高効率帯水層蓄熱を中心とした面的熱利用システムの構築
• 太陽熱集熱器による高効率化（給湯、温水、蓄熱での利用）
• 冬期間の冷熱を利用したフリークーリングの実施
• 小型給湯ヒートポンプの開発

面的熱利用によるイニシャルコストの低減と、システムの高効率運転
と熱負荷を平準化することでランニングコストの低減を目指す。
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①-5 太陽熱集熱器による高効率化

３．研究開発の進捗・予定

意義：さらなる冷熱・温熱の蓄熱増強と冷暖房に係るランニングコストを削減することで今後の普及につなげる

余剰集熱利用による温熱蓄熱強化（夏期）

太陽熱集熱器による貯湯槽加温で、給湯ヒート
ポンプ稼働を低減し省エネルギー化を図るほか、
太陽熱集熱器の余剰集熱を利用し、帯水層蓄
熱の蓄熱増強することで高効率化を図る

太陽熱集熱器による高効率化で帯水層への温熱蓄熱量10％増加および暖房に係るランニングコスト5％削減を目指す






